
環境省説明資料

令和７年４月11日
環境再生・資源循環局 廃棄物規制課

資料１－２



2

廃棄物の適正処理と資源循環

循環型社会の推進

 廃棄物の処理について、市民の生活環境や公衆衛生への悪影響を及ぼす影響の大きさを踏まえ、我が国
は、責任主体の明確化と廃棄物の処理を行う業や施設の許可制を軸とした必要な法規制と施設整備の
支援により、廃棄物の適正処理を確保してきた。

 その一方で、循環型社会形成推進基本法の制定や、各種リサイクル法の施行、昨今では第五次循環型
社会形成推進基本計画の策定や、資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律
の制定等の制度的措置を通じて、循環型社会の形成の推進に向けて各種取組を推進しているところ。

不適正処理の防止

資源循環の推進にあたっても、生活環境上の支障が生じないよう配慮が必要

不法投棄や不適正処理に対する厳罰化
マニフェスト制度の導入

有害使用済み機器の適正保管等の義務付け
産業廃棄物支障除去特別措置法

etc

循環型社会形成推進基本法
再資源化事業等高度化法

各種リサイクル法
広域認定制度

etc
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循環型社会を形成するための法体系

①再生資源のリサイクル  ②リサイクル容易な構造・材質等の工夫
③分別回収のための表示  ④副産物の有効利用の促進
リサイクル（１R）→リデュース・リユース・リサイクル（３R）

資源有効利用促進法 Ｈ13.４ 全面改正施行

環境基本法
Ｈ６.８完全施行

環境基本計画
Ｈ29.４ 全面改正公表

グリーン購入法（国が率先して再生品などの調達を推進）Ｈ13.４ 完全施行

木材、コンクリート、
アスファルト

自動車

Ｈ13.５ 完全施行
Ｈ19.６ 一部改正

Ｈ13.４ 完全施行Ｈ12.４ 完全施行
Ｈ18.６ 一部改正

Ｈ14.５ 完全施行
Ｈ17.１ 本格施行

小型電子機器等

H25.４ 施行

素材に着目した包括的な法制度プラスチック資源循環法 R4.4 施行

※この他、「船舶の再資源化解体の適正な実施に関する法律」がある。 （H30.6公布 未施行）

社会の物質循環の確保
天然資源の消費の抑制
環境負荷の低減

循環型社会形成推進基本計画 （国の他の計画の基本）

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法）Ｈ13.１完全施行

廃棄物処理法 H.29・6 一部改正

①廃棄物の発生抑制 ②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）
③廃棄物処理施設の設置規制 ④廃棄物処理業者に対する規制
⑤廃棄物処理基準の設定      等

容器包装
リサイクル法

自動車
リサイクル法

建設
リサイクル法

食品
リ サ イ ク ル 法

家電
リ サ イ ク ル 法

小型家電
リサイクル法

再生利用の推進廃棄物の適正処理

[多種多様な個別物品の特性に応じた規制]

びん、ペットボトル、紙製・
プラスチック製容器包装等

エアコン、冷蔵庫・
冷凍庫、テレビ、

洗濯機・衣類乾燥機

食品残さ

再資源化事業等高度化法 R6.5 公布

①再資源化の促進（底上げ） ②再資源化事業等の高度化の促進（引き上げ）

脱炭素化と資源循環の一体的な促進
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バイオマス（木くず、動植物性残さ、動物のふん尿）の再生利用に向けた処理を行う許可業者（主に発酵・堆
肥化）は全国に多数存在している。

道府県別バイオマスの再生利用に向けた処理を行う許可業者数（政令市除く）
北海道86件 青森県16件 福島県15件 茨城県16件 埼玉県16件 新潟県12件 石川県５件
長野県15件 静岡県30件 三重県22件 京都府５件 兵庫県12件 広島県18件 愛媛県19件
大分県11件 鹿児島県56件 沖縄県23件 （出典:各道府県HP）

産業廃棄物処分業の許可ついて

廃棄物処理法 第14条第６項
産業廃棄物の処分を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄する都道府県知事の許
可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその産業廃棄物を処分する場合に限る。）、専ら再生利用
の目的となる産業廃棄物のみの処分を業として行う者その他環境省令で定める者については、この限りでない。

※「処分」とは、廃棄物を物理的、化学的又は生物学的な手段によって形態、外観、内容等について変化させること、生活環境の保全上支
 障の少ないものにして最終処分すること又は廃棄物にほとんど人工的な変化を加えずに最終処分することをいう。
（平成23年2月4日環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課長・産業廃棄物課長通知より）

産業廃棄物の堆肥化を実施する事業者の実態
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廃棄物の適正処理の重要性について

バイオマスの不適正保管の例
（岐阜県HP）

○ 堆肥化と称するなどしてバイオマスを不適正保管した結果、汚水や悪臭の発生等の生活環境保全上の支障が発生し、
措置命令が発出されている事例があり、適正な処理の実施を確保するために改善命令が発出されている事例がある。

○ 行政処分に至らない事案においても、バイオマスの処理においては汚水の発生や悪臭が苦情の要因になることがあり、生
活環境を保全するために行政指導が行われる事例もある。

○ その他に、魚のアラを処理してエサや肥料にする計画を建てた事業者が、処理施設の建設予定地が反対運動に遭い計
画が頓挫し、その結果破産した事例もある。

「堆肥化原料」と称してして汚泥等を堆
積させた事案

「廃プラスチック・木・紙・繊維くずの資源
再生」と称して商品価値・販売実績のな
い廃棄物を堆積させた事案

解体業者が「自社解体物」と称して自
社の敷地内に大量の木くずを堆積させ
た事案

○ バイオマスの処理は再生利用率は高いが、生活環境保全上の支障を生じる可能性を常に有していることから、法によ
る適切な管理下に置き、適正処理の確保が必要である。

○ 有価物や自社物と称して廃棄物を不法投棄する事案は後を絶たない。その原状回復のため、自治体において行政代
執行が行われ、多い場合で数百億円もの費用が発生するケースもある。
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〇 投棄等規模 106万m³
  （青森79万m³、岩手27万m³）

〇 代執行事業費 約732億円
  （青森477億円、岩手252億）

〇 投棄等規模 62万m³
〇 代執行事業費 約563億円

【参考】廃棄物の不適正処理による被害の事例
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資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律の概要

○ 令和６年３月15日に「資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律案」について閣議
決定し、第213回国会で成立。

○ 本法においては、脱炭素化と再生資源の質と量の確保等の資源循環の取組を一体的に促進するため、基本
方針の策定、特に処分量の多い産業廃棄物処分業者の再資源化の実施の状況の報告及び公表、再資源化事業
等の高度化に係る認定制度の創設等の措置を講ずる。

• 再資源化事業等の高度化に係る国が一括して認定を行う制度を創設し、生活環境の保全に支障がないよう措置を講じさせた上で、廃棄
物処理法の廃棄物処分業の許可等の各種許可の手続の特例を設ける。

• 再資源化事業等の高度化を促進するため、国として基本的な方向性を示し、一体的に取組を進めていく必要があることから、環境大臣
は、基本方針を策定し公表するものとする。

基本方針の策定

再資源化の促進（底上げ）

＜➀事業形態の高度化＞ ＜③再資源化工程の高度化＞
 製造側が必要とする質・量の再生材を
確保するため、広域的な分別収集・再
資源化の事業を促進

再資源化の高度化に
向けた全体の底上げ

＜②分離・回収技術の高度化＞
 分離・回収技術の高度化に係る施設
設置を促進

 温室効果ガス削減効果を高めるた
めの高効率な設備導入等を促進

再資源化事業等の高度化の促進（引き上げ）

例：AIを活用した高効率資源循環
例：ガラスと金属の

完全リサイクル
例：ペットボトルの水平リサイクル

例：使用済み紙おむ
つリサイクル

• 再資源化事業等の高度化の促進に関する判断基準の策定・公表
• 特に処分量の多い産業廃棄物処分業者の再資源化の実施状況の報告・公表

※認定の類型（イメージ）

脱炭素化の推進、産業競争力の強化、地方創生、経済安全保障への貢献

画像出典：PETボトルリサイクル年次報告書2023 (PETボトルリサイクル推進協議会)
画像出典：太陽光発電設備のリサイクル等の推進に向けたガイドライン

   使用済紙おむつの再生利用等に関するガイドライン 画像出典：産業廃棄物処理におけるAI・IoT等の導入事例集

第２13回通常国会で成立
令和６年５月29日公布
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廃棄物の定義について

○ 平成11年3月10日 最高裁判決（廃棄物の定義に係る最高裁判決）
「自ら利用し又は他人に有償で譲渡することができないために不要になった物をいい、これに該当するか否かは、その物
の性状、排出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無及び事業者の意思等を総合的に勘案して決するのが相
当。」

○ 平成16年6月15日 岐阜地方裁判所判決（放置による不法投棄）
「食品会社から飼育牛の飼料に当てる量をはるかに超える量のおからくず等の食品残さを引き取り、これを袋詰めにして牧場内の牛舎等

の敷地内に積み上げて放置し、（中略）そのまま放置すれば腐敗が進行し、周辺地域の生活環境及び公衆衛生に深刻な影響を与

えることが予測されたのであるから、速やかに同食品残さを正規の処理場に持ち込むなど適正に処理すべきであったのに、（中略）食品

残さ約１２０４．９７トンを同敷地内に放置したまま、牧場から出奔し、もってみだりに廃棄物を捨てたものである。」

廃棄物の定義に関する判例

廃棄物該当性については、各種要件を総合的に勘案し判断する（最高裁判所第二小法廷判決平成11
年３月10日判例時報1672号156頁同旨）とされたことを踏まえ、「行政処分の指針について（通知）」
（環境省環境再生・資源循環局廃棄物規制課長通知）において、各種要件を都道府県等に周知している。



廃棄物とは、占有者が自ら利用し、又は他人に有償で譲渡することができないために不要となったものをいい、これらに該当するか否かは、
その物の性状、出の状況、通常の取扱い形態、取引価値の有無及び占有者の意思等を総合的に勘案して判断すべきものであること。
廃棄物は、不要であるために占有者の自由な処理に任せるとぞんざいに扱われるおそれがあり、生活環境の保全上の支障を生じる可能性
を常に有していることから、法による適切な管理下に置くことが必要であること。したがって、再生後に自ら利用又は有償譲渡が予定される物
であっても、再生前においてそれ自体は自ら利用又は有償譲渡がされない物であることから、当該物の再生は廃棄物の処理であり、法の適
用があること。
また、本来廃棄物たる物を有価物と称し、法の規制を免れようとする事案が後を絶たないが、このような事案に適切に対処するため、廃棄
物の疑いのあるものについては以下のような各種判断要素の基準に基づいて慎重に検討し、それらを総合的に勘案してその物が有価物と認
められるか否かを判断し、有価物と認められない限りは廃棄物として扱うこと。なお、以下は各種判断要素の一般的な基準を示したものであ
り、物の種類、事案の形態等によってこれらの基準が必ずしもそのまま適用できない場合は、適用可能な基準のみを抽出して用いたり、当該
物の種類、事案の形態等に即した他の判断要素をも勘案するなどして、適切に判断されたいこと。（中略）
ア 物の性状
利用用途に要求される品質を満足し、かつ飛散、流出、悪臭の発生等の生活環境の保全上の支障が発生するおそれのないもので
あること。実際の判断に当たっては、生活環境の保全に係る関連基準（例えば土壌の汚染に係る環境基準等）を満足すること、その
性状についてＪＩＳ規格等の一般に認められている客観的な基準が存在する場合は、これに適合していること、十分な品質管理がな
されていること等の確認が必要であること。

イ 排出の状況
排出が需要に沿った計画的なものであり、排出前や排出時に適切な保管や品質管理がなされていること。

ウ 通常の取扱い形態
製品としての市場が形成されており、廃棄物として処理されている事例が通常は認められないこと。

エ 取引価値の有無
占有者と取引の相手方の間で有償譲渡がなされており、なおかつ客観的に見て当該取引に経済的合理性があること。実際の判断に
当たっては、名目を問わず処理料金に相当する金品の受領がないこと、当該譲渡価格が競合する製品や運送費等の諸経費を勘案し
ても双方にとって営利活動として合理的な額であること、当該有償譲渡の相手方以外の者に対する有償譲渡の実績があること等の確
認が必要であること。

オ 占有者の意思
客観的要素から社会通念上合理的に認定し得る占有者の意思として、適切に利用し若しくは他人に有償譲渡する意思が認められる
こと、又は放置若しくは処分の意思が認められないこと。したがって、単に占有者において自ら利用し、又は他人に有償で譲渡することが
できるものであると認識しているか否かは廃棄物に該当するか否かを判断する際の決定的な要素となるものではなく、上記アからエまでの
各種判断要素の基準に照らし、適切な利用を行おうとする意思があるとは判断されない場合、又は主として廃棄物の脱法的な処理を
目的としたものと判断される場合には、占有者の主張する意思の内容によらず、廃棄物に該当するものと判断されること。

＜参考＞ 「行政処分の指針について（通知）」（環境省環境再生・資源循環局廃棄物規制課長通知） (抜粋)

９
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廃棄物該当性の判断事例

 事例集の作成
• バイオマス発電等の普及促進の観点から、各自治体がバイオマス発電燃料や堆肥原料等につき有価
物性を認めた事例を幅広く収集・整理するため、全国の自治体にアンケートを実施し、調査結果を「バ
イオマス発電燃料等に関する廃棄物該当性の判断事例集」として平成24年度に取りまとめを行い、
周知した。

• 令和3年度においては、さらに自治体の判断に資する参考材料となるよう、当該事例集を更新し、内容
を拡充した。

 事例集に掲載された事例（抜粋）
１．バイオマス燃料の概要：菜園事業者が排出する植物性残さ
２．相談時期：平成31年1月
３．判断に係る内容の概要
菜園事業者が排出する植物性残さを、自ら堆肥液として加工したものを、生活排水 （し尿）及び下水道処理事業における汚泥処理
工程に投入し、発生したメタンガス を発電に供するもの。なお、汚泥は脱水・固形燃料化しボイラーで熱回収も行う。
４．判断の結果とその理由
一般廃棄物である菜園事業に係る植物性残さを燃料として加工・販売する取引形態が見込まれるため、有償で譲り受けて汚泥処理工
程で発電の用に供する時点以降は有価物と判断した。
５．判断に用いた要素：物の性状◎ 排出の状況○ 通常の取扱い形態◎ 取引価値の有無◎ 占有者の意思◎
６．判断要素の詳細
物の性状：既に成形された後の状態である／性状が均一である／食品に由来している／排出者にて加工が施される
排出の状況：当該燃料は、事業者（発電・ボイラー）からの需要に応じた分量についてのみ生産・供給されている
通常の取扱い形態：当該自治体においては、事例無し
取引価値の有無：有償で買取りがされており、輸送費が対価を上回っていない
占有者の意思：有価物として認識している／加工の上販売する予定である
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逆有償取引に係る廃掃法上の取扱いの整理

 平成17年3月25日環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長通知において、廃棄物該
当性判断の際の輸送費の取扱いを明確化し、産業廃棄物を、再生利用又はエネルギー源として利用するた
めに有償で譲り受ける者へ引き渡す場合において、引渡し側が輸送費を負担し、当該輸送費が売却代金を
上回る場合等、引渡し側に経済的損失が生じている場合であっても、少なくとも譲り受ける者が占有者と
なった時点以降については、廃棄物に該当しないと判断しても差し支えないことを示している。

 同通知上の記載に係る疑義照会事例（抜粋）
【照会事項】
Ａ製鉄所においては冷鉄源溶解法（小規模な高炉のようなもので、電炉とは異なり、良質の鉄の製造が可能。）により、スクラップを鉄に再生しており、この工程
に、炭素源及び鉄源として、廃タイヤを１／32カット又は１／16カットしたものを投入することにより、再生利用したいと考えている。
Ａ製鉄所は、1,000円／ｔで廃タイヤを購入する計画で（トラックで搬入されるものについては炉前渡し、船で搬入されるものについては岸壁渡し）ある。しかし
ながら、遠方から搬入されるものについては、タイヤカット業者が収集運搬業者に支払う収集運搬費用が、タイヤカット業者がＡ製鉄所から受け取るタイヤカット代
金を上回る。この場合、Ａ製鉄所は廃棄物処理施設及び廃棄物処理業に係る許可を取得する必要はないと解してよろしいか。
【回答】
貴見のとおり。

【要望事項】
●廃棄物を原料として購⼊する価格が輸送費を下回るケース（逆有償取引）も廃棄物に該当しないもの
（＝有価物）として認めるべき。



第四 「廃棄物」か否か判断する際の輸送費の取扱い等の明確化

１ 産業廃棄物の占有者（排出事業者等）がその産業廃棄物を、再生利用又は電気、熱若しくはガスのエネル
ギー源として利用するために有償で譲り受ける者へ引渡す場合においては、引渡し側が輸送費を負担し、当該輸送
費が売却代金を上回る場合等当該産業廃棄物の引渡しに係る事業全体において引渡し側に経済的損失が生じ
ている場合であっても、少なくとも、再生利用又はエネルギー源として利用するために有償で譲り受ける者が占有
者となった時点以降については、廃棄物に該当しないと判断しても差し支えないこと。 

２ 上記１の場合において廃棄物に該当しないと判断するに当たっては、有償譲渡を偽装した脱法的な行為を防止
するため、「行政処分の指針」（平成２５年３月２９日付け環廃産発第 1303299 号本職通知）第一の４の
(2)において示した各種判断要素を総合的に勘案する必要があるが、その際には、次の点にも留意する必要があるこ
と。 
(1) 再生利用にあっては、再生利用をするために有償で譲り受ける者による当該再生利用が製造事業として確立・
継続しており、売却実績がある製品の原材料の一部として利用するものであること。
(2) エネルギー源としての利用にあっては、エネルギー源として利用するために有償で譲り受ける者による当該利用が、
発電事業、熱供給事業又はガス供給事業として確立・継続しており、売却実績がある電気、熱又はガスのエネル
ギー源の一部として利用するものであること。 
(3) 再生利用又はエネルギー源として利用するための技術を有する者が限られている、又は事業活動全体としては
系列会社との取引を行うことが利益となる等の理由により遠隔地に輸送する等、譲渡先の選定に合理的な理由が
認められること。 

３ なお、廃棄物該当性の判断については、上述の「行政処分の指針」第一の４の(2)の②において示したとおり、
法の規制の対象となる行為ごとにその着手時点における客観的状況から判断されたいこと。 

＜参考＞ 
「「規制改革・民間開放推進３か年計画」(平成16年３月19日閣議決定)」において平成16年度中に講ずることとさ
れた措置(廃棄物処理法の適用関係)について」（環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長通知）

12



13

廃棄物処理法施行令
（産業廃棄物処理施設） 
施行令第７条 法第15条第１項の政令で定める産業廃棄物の処理施設は、次のとおりとする。

(規模要件略)

一 汚泥の脱水施設
二 汚泥の乾燥施設
三 汚泥の焼却施設
四 廃油の油水分離施設
五 廃油の焼却施設
六 廃酸又は廃アルカリの中和施設
七 廃プラスチック類の破砕施設
八   廃プラスチック類の焼却施設
八の二 木くず又はがれき類の破砕施設

九 有害物質を含む汚泥のコンクリート固型化施設 
十 水銀又はその化合物を含む汚泥のばい焼施設 
十の二 廃水銀等の硫化施設
十一 汚泥、廃酸又は廃アルカリに含まれるシアン化合物の分解施設 
十一の二 廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の溶融施設 
十二 廃ＰＣＢ等、ＰＣＢ汚染物又はＰＣＢ処理物の焼却施設 
十二の二 廃ＰＣＢ等又はＰＣＢ処理物の分解施設 
十三 ＰＣＢ汚染物又はＰＣＢ処理物の洗浄施設又は分離施設 
十三の二 産業廃棄物の焼却施設
十四 産業廃棄物の最終処分場

 具体例
例えば、建築資材として使用されなくなった木材を再利用してバイオマス発電燃料を製造する場合など、バイオマスの利活用を図る
場合においても、産業廃棄物である木くずの破砕処理を行う施設を設置するという点に変わりはなく、廃棄物処理法第15条第１項
の規定に基づき産業廃棄物処理施設設置の許可を受ける必要がある。

熱分解設備に係る構造基準/処理方法の明確化①

廃棄物処理法
（産業廃棄物処理施設） 
第15条 産業廃棄物処理施設（廃プラスチック類処理施設、産業廃棄物の最終処分場その他の産業廃棄物の処理施設で政令で定めるものをいう。以下同じ。）を設
置しようとする者は、当該産業廃棄物処理施設を設置しようとする地を管轄する都道府県知事の許可を受けなければならない。

【要望事項】
●バイオマスの炭化装置について、廃棄物処理施設にも廃棄物焼却炉にも該当しない条件を明確化して欲しい。

 産業廃棄物処理施設に該当する条件について、廃棄物処理法第15条及び同法施行令第７条において、産業廃棄物処
理施設を明確化している。
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【要望事項】
●バイオマスの炭化装置について、廃棄物処理施設にも廃棄物焼却炉にも該当しない条件を明確化して欲しい。

焼却と熱分解の違い

熱処理

焼却処理

有機物を
直接燃焼

有機物を熱分解、
発生ガスを燃焼

焼却処理以外

油回収

ガス排出又は
回収

熱分解
熱分解設備の該当性のポイント
① 熱分解室内への空気（酸素）の

流入がないこと
② オフガスの燃焼がないこと

熱分解により発生したガスを燃焼する場合、
一連の設備が焼却設備に該当

焼却設備：施設設置許可必要
熱分解設備：施設設置許可不要

 廃棄物処理法において、廃棄物の焼却処理にあたっては、その焼却設備について施設設置許可を要するが、廃棄物の熱分
解にあたっては、環境省令で定める構造を有する熱分解設備を用いて実施することとされているものの、熱分解設備について
は施設設置許可を要しない。

熱分解設備に係る構造基準/処理方法の明確化②
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熱分解設備に係る構造基準/処理方法の明確化③

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則
（熱分解設備の構造）
第一条の七の二 令第三条第二号ロの環境省令で定める構造は、次のとおりとする。
一 炭化水素油又は炭化物を生成する場合にあつては、次のとおりとする。
イ 熱分解室内への空気の流入を防ぐことにより、熱分解室内の廃棄物を燃焼させない構造のものであること。
ロ 一般廃棄物の熱分解を行うのに必要な温度及び圧力を適正に保つことができるものであること（圧力につ
いては、加圧を行う場合に限る。ハについて同じ。）。
ハ 熱分解室内の温度及び圧力を定期的に測定できる構造のものであること。
ニ 処理に伴つて生じた残さ（炭化物を含む。以下この号において同じ。）を排出する場合にあつては、残さ
が発火しないよう、排出された残さを直ちに冷却することができるものであること。
ホ 処理に伴つて生じたガスのうち炭化水素油として回収されないガスを適正に処理（燃焼させることを除く。
ただし、処理した一般廃棄物の重量、生成された炭化水素油の重量及び処理に伴つて生じた残さの重量を
測定することができる熱分解設備において、通常の操業状態において生成される炭化水素油の重量が、処
理した一般廃棄物の重量の四十パーセント以上であり、かつ、処理に伴つて生じたガスのうち炭化水素油とし
て回収されないガスの重量が、処理した一般廃棄物の重量の二十五パーセント以下である処理（再生利用
を目的として炭化水素油を生成するものに限る。）にあつては、この限りでない。）することができるものである
こと。
二 前号以外の場合にあつては、一般廃棄物の熱分解に必要な温度を適正に保つことができるものであるこ
とその他の生活環境の保全上の支障が生じないよう必要な措置が講じられていること。

○環境大臣が定める熱分解の方法（平成十七年一月十二日環境省告示第一号）

一 廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（以下「令」という。）第三条第二号ロに規定する環境大臣
が定める熱分解の方法は、炭化水素油又は炭化物を生成する場合にあっては、次のとおりとする。
イ 排出口以外から処理に伴って生じたガスが排出されないように熱分解を行うこと。
ロ 排出口から処理に伴って生じた残さが飛散しないように熱分解を行うこと。
ハ 処理に伴って生じたガスのうち炭化水素油として回収されないガスを燃焼させる場合（処理した一般廃棄物
の重量、生成された炭化水素油の重量及び処理に伴って生じた残さの重量を定期的に測定し、通常の操業状
態において生成される炭化水素油の重量が、処理した一般廃棄物の重量に対し四十パーセント以上であり、か
つ、処理に伴って生じたガスのうち炭化水素油として回収されないガスの重量が、処理した一般廃棄物の重量に
対し二十五パーセント以下である場合（再生利用を目的として炭化水素油を生成するものに限る。）に限
る。）にあっては、排出口から火炎又は日本工業規格Ｄ八〇〇四に定める汚染度が二十五パーセントを超え
る黒煙が排出されないようにすること。
ニ 処理に伴って生じたガスを生活環境の保全上支障が生じないように処理した後、排出すること。
二 令第三条第二号ロに規定する環境大臣が定める熱分解の方法は、前号以外の場合にあっては、同号イ及
びロの規定の例による。

【要望事項】
●バイオマスの炭化装置について、廃棄物処理施設にも廃棄物焼却炉にも該当しない条件を明確化して欲しい。

○廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令
第三条
二 一般廃棄物の処分（埋立処分及び海洋投入処分を除く。以下この号において同じ。）又は再生に当たつては、前号イ及びロの規定の例によるほか、次によること。
ロ 一般廃棄物の熱分解（物を処分するために、燃焼を伴わずに加熱により分解することをいう。以下同じ。）を行う場合には、環境省令で定める構造を有する熱分解設備（熱
分解により廃棄物を処理する設備をいう。以下同じ。）を用いて、環境大臣が定める方法により行うこと。

第六条
２ 法第十二条第一項の規定による産業廃棄物（特別管理産業廃棄物以外のものであつて、法第二条第四項第二号に掲げる廃棄物であるもの及び当該廃棄物を処分するために

 処理したものに限る。）の収集、運搬及び処分（再生を含む。）の基準は、第三条の規定の例による。

 廃棄物処理施設の設置許可を要する焼却施設に該当しない熱分解設備（物を処分するために、燃焼を伴わずに加熱によ
り分解する設備）については、平成17年の省令改正により熱分解に係る廃棄物処理基準を明確化している。
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＜類型① 高度再資源化事業＞

再資源化事業等高度化法の対象

 逆有償となることにより廃棄物として処理することが必要となった場合には、再資源化事業等高度化法の認定を取得するこ
とに加え、廃棄物処理法に基づく許可を取得することによっても業として処理が可能。

 再資源化事業等高度化法の認定制度は廃棄物を処理する上で一定の要件を満たす事業を認定する特例制度であり、
廃棄物として処理することが必要となった場合の特例として機能するもの。なお、廃棄物に該当しない場合は、認定を受け
るメリットがないので当該計画の対象外。

【要望事項】
●⾼度再資源化事業計画または代わりの制度（創設）において、認定を受けた事業に限り、逆有償取引を認め
てほしい。

認定等
 需要に応じた資源循環のために実施する再資源化のための廃棄物の収集、運搬及び処分
の事業（以下「高度再資源化事業」という。）を行おうとする者は、高度再資源化事業の実
施に関する計画（以下「高度再資源化事業計画」という。）を作成し、環境大臣の認定を申
請することができるものとし、高度再資源化事業計画の変更等について所要の規定を設けること。

事業のイメージ

 環境大臣の認定を受けた者は、廃棄物処理法の規定にかかわらず、廃棄物処理法による許
可を受けないで、認定に係る高度再資源化事業計画に従って行う再資源化に必要な行為を
業として実施し、又は認定高度再資源化事業計画に記載された廃棄物処理施設を設置する
ことができるものとし、所要の規定を設けること。

廃棄物処理法の特例
例：ペットボトルtoペットボトル

例：新幹線の部品を
新幹線の棚にリサイクル

出典：PETボトルリサイクル年次報告書2023
(PETボトルリサイクル推進協議会)

出典： JR東海ニュースリリース
（https://jr-central.co.jp/news/release/_pdf/000042059.pdf) 16
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高度再資源化事業の認定基準

 具体的な認定基準は検討中であり、必ずしも「供給先を全量確定」させることまでは想定していないが、本制度の趣旨とし
ては、再生材利用を前提とする国際的な動向に対応する動静脈連携の促進を念頭に、製造事業者らに安定的な質・量
の再生材を供給できる再資源化事業を創出することを制度趣旨としており、生産する再生材の大部分について事前に具
体的な供給先が見込まれていることを前提としている。

【要望事項】
●再資源化により得られる製品が⼀定の条件を満たすことで、供給先を予め全量確定させる義務をなくして欲しい。
（農業資材の業界では不可能）

再資源化事業等高度化法の概要

再資源化事業等高度化法（抄）
第十一条 （略）
２・３ （略）
４ 環境大臣は、第一項の認定の申請があった場合において、その申請に係る高度再資源化事業計画が次の各号のいずれにも適合するものであると認めるときは、その認定をするものとする。
 二 高度再資源化事業の内容が、再資源化により得られる再生部品又は再生資源がその供給を受ける者の需要に適合していると認められること、第二項第四号に規定する指標からみて当該再生部品

又は再生資源の大部分が当該者に対して供給されると認められることその他の環境省令で定める基準に適合するものであること。
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（参考）認定制度等に係る検討

 中央環境審議会循環型社会部会のもとに設置されている、「静脈産業の脱炭素型資源循環システム構築
に係る小委員会」及び「再資源化事業等の高度化に関する認定基準検討ワーキンググループ」において、再
資源化事業等高度化法の認定制度に係る基準等について議論・検討いただいているところ。

これまでの開催状況
○静脈産業の脱炭素型資源循環システム構築に係る小委員会
└ 認定制度をはじめとした再資源化事業等高度化法全般に係る論点について検討
令和６年５月29日 再資源化事業等高度化法 公布 以降

第７回 議題：法の概要、認定に係る検討事項等
第８回 議題：基本方針案、判断基準案、認定制度の考え方
第９回 議題：パブコメ結果、認定基準及び報告・公表制度
第10回 議題：認定基準、処理基準（予定）

○再資源化事業等の高度化に関する認定基準検討ワーキンググループ
└ 認定基準の一つとなる定量指標について検討
第１回 議題：認定基準となる指標の整理、ケーススタディ
第２回 議題：指標の考え方案、ケーススタディ②

議論されている論点の例
・ 生活環境保全に係る調査の内容
・ 類型別の対象廃棄物の考え方
・ 対象廃棄物の処理基準
・ 国内外の資源循環の考え方

議論されている論点の例
・ 需要先に供給される事業を前提とする考え方
・ LCAの計算範囲と比較方法
・ 資源循環指標の計算方法

日程 対応事項
令和６年５月２９日 法律の公布
令和７年２月１日 一部施行

公布から１年６ヶ月以内 ・ 認定制度
・ 報告公表制度 等 再資源化事業等高度化法の完全施行

施行に関するスケジュール
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再資源化事業等高度化法の対象

 これまでもリサイクルと称して、不適正保管を継続し、大規模な不法投棄事案につながった事例があり、また、
廃棄物該当性については、各種要件を総合的に勘案し判断する（最高裁判所第二小法廷判決平成11
年３月10日判例時報1672号156頁同旨）とされたことを踏まえ、御要望の場合を一律、廃棄物に該当
しないとすることは困難。

 再資源化事業等高度化法の高度再資源化事業の認定を受けた場合、計画に基づき行われる廃棄物の収
集運搬について業の許可が不要となる。なお、当然、廃棄物の処理に係る基準等を遵守した事業である必
要がある。

【要望事項】
●⾷品残渣物等の排出事業者から、バイオマスとして活⽤する⽬的で購⼊する分量に限り、産業廃棄物には該当
せず⼀般の運搬事業者が輸送できるルールにして欲しい。
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参考資料
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廃棄物の種類と区分

①燃え殻 ②汚泥 ③廃油 ④廃酸 ⑤廃アルカリ ⑥廃プラスチック類 ⑦紙くず（建築業、パルプ・紙製造業、新聞業等） ⑧木くず（建設
業、木材・木製品製造業等） ⑨繊維くず（建設業、繊維工業等） ⑩動植物性残さ（医薬品製造業等） ⑪動物系固形不要物（と畜場
等） ⑫ゴムくず ⑬金属くず ⑭ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず ⑮鉱さい ⑯がれき類 ⑰動物のふん尿 ⑱動物の死体（畜産農業）
⑲ばいじん ⑳①～⑲を処分するために処理したものであって、これらの廃棄物に該当しないもの 

産業廃棄物 （20種類）

廃
棄
物

事業活動に伴い
発生する廃棄物

一般家庭から
発生する廃棄物

一般廃棄物

産業廃棄物

特別管理一般廃棄物

特別管理産業廃棄物

市町村に
統括的な処理責任

排出事業者に
処理責任

○ 廃棄物とは、「ごみ、粗大ごみ、燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、動物の死体その他の汚物又は不要
物であつて、固形状又は液状のもの（放射性物質及びこれによつて汚染された物を除く。）」（廃棄物処理法第２条第１項）

○ 「一般廃棄物」とは、産業廃棄物以外の廃棄物（廃棄物処理法第２条第２項）
○ 「産業廃棄物」とは、事業活動に伴って生じた廃棄物のうち燃え殻、汚泥、ふん尿、廃油、廃酸、廃アルカリ、廃プラス
チック類その他政令で定める廃棄物（廃棄物処理法第２条第４項）

法律上の廃棄物の定義

事業活動に伴い発生する廃棄物のうち、性状、排出量、処理困難性等の問題から、市町村の責任下で処理が円滑に
行われているとは言い難い２０種類を産業廃棄物とし、それ以外を一般廃棄物に区分している。
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産業廃棄物処理に係る許可の流れについて

処理業（収集運搬業・処分業）の許可の流れ
（事業者自らが処理する場合等は許可不要）

申請

許可

①申請書
・氏名又は名称及び住所、法人の代表者名
・事業の範囲、施設の種類、数量、設置場所
・施設の処理方式、構造及び設備の概要 等

②添付書類・図面
・事業計画の概要、施設の平面図等
・処分後の当該廃棄物の処理方法
・経理的基礎を有することを証明する書類 等

処理施設の設置許可の流れ
（施行令第７条にない処理施設は許可不要）

①欠格要件（暴力団、環境法令違等） に適合していないこと。
②以下の基準に適合していること。
・施設に係る基準
・申請者の能力に係る基準

申請者 – 申請内容

都道府県知事 － 審査内容

①申請書
・氏名又は名称及び住所、法人の代表者名
・施設の設置場所、施設の種類、処理する廃棄物の種類、
処理能力
・施設の位置、構造等の設置に関する計画
・維持管理に関する計画 他
②添付書類・図面
・周辺地域の生活環境に及ぼす影響について調査した
結果を記載した書類
・施設の構造を明らかにする設計計算書
・処理工程図、施設の付近の見取図 他

申請

①欠格要件（暴力団、環境法令違等）に適合していないこと。
②以下の基準に適合していること。
・施設に係る基準
・申請者の能力に係る基準
・施設に係る技術上の基準

③設置及び維持管理に関する計画が周辺地域の生活環境等につい
て適正な配慮がなされていること。

審査

許可

申請者 – 申請内容

都道府県知事 － 審査内容

審査
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生活環境影響調査
（第15条第3項）

産業廃棄物処理施設設置許可申請（第15条第2項）

告示・縦覧
(第15条第4項)

関係市町村からの意見聴取
(第15条第5項)

利害関係者からの意見の提出
(第15条第6項)

専門的知識を有する者の意
見聴取

(第15条の2第3項)

審査(第15条の2第1,2,4項）

施設設置許可 使用前検査
(第15条の2第5項)

そ
の
他
の
処
理
施
設

最終処分場・焼却施設・ＰＣＢ処理
施設・廃水銀等硫化施設・石綿処理
施設に限る

定期検査
(第15条の2の2)

産業廃棄物処理施設の設置許可の流れについて
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廃棄物焼却設備の構造・維持管理基準のイメージ

出典：産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会テキスト
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熱分解設備模式図
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廃棄物処理法における処理基準に違反した事業者に対する命令について

（改善命令）
第19条の3 次の各号に掲げる場合において、当該各号に定める者は、当該一般廃棄物又は産業廃棄物
の適正な処理の実施を確保するため、当該保管、収集、運搬又は処分を行つた者（事業者、一般廃棄
物収集運搬業者、一般廃棄物処分業者、産業廃棄物収集運搬業者、産業廃棄物処分業者、特別管
理産業廃棄物収集運搬業者、特別管理産業廃棄物処分業者及び無害化処理認定業者（以下この条
において「事業者等」という。）並びに国外廃棄物を輸入した者（事業者等を除く。）に限る。）に対し、期
限を定めて、当該廃棄物の保管、収集、運搬又は処分の方法の変更その他必要な措置を講ずべきことを
命ずることができる。

（措置命令）
第19条の5 産業廃棄物処理基準又は産業廃棄物保管基準（特別管理産業廃棄物にあつては、特別管
理産業廃棄物処理基準又は特別管理産業廃棄物保管基準）に適合しない産業廃棄物の保管、収集、運
搬又は処分が行われた場合において、生活環境の保全上支障が生じ、又は生ずるおそれがあると認められると
きは、都道府県知事（第19条の3第3号に掲げる場合及び当該保管、収集、運搬又は処分を行つた者が当
該産業廃棄物を輸入した者（その者の委託により収集、運搬又は処分を行つた者を含む。）である場合にあ
つては、環境大臣又は都道府県知事。次条及び第19条の8において同じ。）は、必要な限度において、次に
掲げる者（次条及び第19条の8において「処分者等」という。）に対し、期限を定めて、その支障の除去等の
措置を講ずべきことを命ずることができる。
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